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令和５年度可茂消防事務組合一般会計歳入歳出決算の審査 

 

１ 決算審査の期日    

令和６年８月２２日（木） 

 

２ 決算審査の場所    

可茂消防事務組合消防本部３階 大会議室 

 

３ 決算審査の方法及び書類 

   決算の審査にあたっては、提出された次の書類について関係諸帳簿、証拠書類と照合し、併

せて現金出納検査の計数との突合及び関係職員の説明を聴取し、計数の正確性、予算執行の適

否について審査を行った。 

（１） 令和５年度可茂消防事務組合一般会計歳入歳出決算書 

（２） 同決算事項別明細書 

（３） 実質収支に関する調書 

（４） 財産に関する調書 

（５） その他説明のために提出された関係書類 

 

４ 審査結果 

決算審査に付された一般会計歳入歳出決算書及び付属書類は、関係法令に準拠して作成されて

おり、決算の計数は、関係諸帳簿及び証拠書類と照合の結果、いずれも誤りのないことを確認し、

予算の執行は適正と認められた。 

 

５ 所見 

（１） 総括 

令和５年度の一般会計決算額は、予算現額２,８８４,７６３,０００円に対し、歳入決算額

が２,７５１,７７１,４３１円、歳出決算額が２,６１２,６８７,７２０円、歳入歳出差引額が

１３９,０８３,７１１円である。 

歳入歳出差引額１３９,０８３,７１１円のうち翌年度へ繰り越すべき財源が５７,８６１,

０００円あり、実質収支は８１,２２２,７１１円である。 

前年度決算額と比較すると、歳入が２１７,９０９,４８１円の減（増減率△７.３％）、歳出

が２２６,０４９,６５６円の減（増減率△８％）となる。 
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(単位：円) 

年度 
歳  入 

A 

歳  出 

B 

差 引 額 

C(A-B) 

翌年度へ繰り越

すべき財源 D 

実質収支 

E(C-D) 

R5 2,751,771,431 2,612,687,720 139,083,711 57,861,000 81,222,711 

R4 2,969,680,912 2,838,737,376 130,943,536 0 130,943,536 

増減 △217,909,481 △226,049,656 8,140,175 57,861,000 △49,720,825 

 

   ア 歳入 

歳入決算状況は次のとおり。 

予算現額に対する収入割合は９５.４％となり、前年度の収入済額と比較して２１７,９０

９,４８１円の減少である。 

(単位：円) 

年度 予算現額 調定額 収入済額 予算対比 調定対比 

R5 2,884,763,000 2,751,771,431 2,751,771,431 95.4％ 100％ 

R4 3,019,079,200 2,969,680,912 2,969,680,912 98.4％ 100％ 

 

主な歳入の内訳は、構成市町村からの分担金が２,５５０,５４３,０００円であり、全体

の９２.７％を占める。次いで、前年度からの繰越金が１３０,９４３,５３６円（４.８％）、

諸収入が２８,１２１,０７６円（１％）である。 

なお、調定額に対する収入割合は１００％である。 

（単位：円） 

区   分 
令和５年度 令和４年度 

増減額 増減率 
決算額 構成比 決算額 構成比 

分担金 2,550,543,000 92.7％ 2,571,841,000 86.6％ △21,298,000 △0.8％ 

使用料及び 
手数料 

6,010,870 0.2％ 4,120,220 0.1％ 1,890,650 45.9％ 

国庫支出金 13,370,000 0.5％ 0 ― 13,370,000 皆増 

県支出金 1,690,000 0.1％ 13,001,900 0.4％ △11,311,900 △87％ 

財産収入 3,592,949 0.1％ 1,458,980 0.1％ 2,133,969 146.3％ 

繰入金 0 ― 0 ― 0 ― 

繰越金 130,943,536 4.8％ 160,638,874 5.4％ △29,695,338 △18.5％ 

諸収入 28,121,076 1％ 31,019,938 1.1％ △2,898,862 △9.3％ 

組合債 17,500,000 0.6％ 187,600,000 6.3％ △170,100,000 △90.7％ 

合計 2,751,771,431 100％ 2,969,680,912 100％ △217,909,481 △7.3％ 
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   イ 歳出 

歳出決算状況は、次のとおり。 

予算現額に対する執行率は９０.６％となり、前年度支出済額と比較して２２６,０４９,

６５６円の減少である。 

(単位：円) 

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

R5 2,884,763,000 2,612,687,720 214,278,000 57,797,280 90.6％ 

R4 3,019,079,200 2,838,737,376 0 180,341,824 94％ 

 

目的別にみると、総務費が２,１６８,９８８,４１５円であり、全体の８３％を占める。

次いで、消防費は２８５,８７７,５９１円（１０.９％）、公債費は１５７,７１７,２１４円

（６.１％）、議会費は１０４,５００円（０％）である。 

（単位：円・％） 

区  分 
令和５年度 令和４年度 

増減額 増減率 
決算額 構成比 決算額 構成比 

議会費 104,500 0％ 114,769 0％ △10,269 △8.7％ 

総務費 2,168,988,415 83％ 2,140,748,665 75.4％ 28,239,750 1.3％ 

消防費 285,877,591 10.9％ 572,533,785 20.2％ △286,656,194 △50.1％ 

公債費 157,717,214 6.1％ 125,340,157 4.4％ 32,377,057 25.8％ 

予備費 0 ― 0 ― 0 ― 

合計 2,612,687,720 100％ 2,838,737,376 100％ △226,049,656 △8％ 

 

性質別にみると、給料、職員手当、共済費などの人件費が２,００５,６３３,７８４円と

なり、全体の７６.８％を占め、昨年度と比較し１．６％の増加。旅費、需用費、役務費な

ど消費的経費である物件費は２０７,２５０,７５２円（７.９％）、庁舎の維持のための維持

補修費は７,０６０,１８９円（０.３％）、扶助費は２８,９３５,０００円（１.１％）、補助

費は２４,２４２,４１０円（０.９％）、投資的経費である普通建設事業費は７１,４８２,

４２２円（２．７％）、公債費は １５７,７１７,２１４円（６.１％）、積立金は１１０,３

６５,９４９円（４.２％）である。 

義務的経費は人件費、扶助費、公債費の合計が、２,１９２,２８５,９９８円で歳出決算

額全体の８４％を占める。 
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（単位：円） 

区   分 
令和５年度 令和４年度 

増減額 増減率 
決算額 構成比 決算額 構成比 

人件費 2,005,633,784 76.8％ 1,974,002,974 69.5％ 31,630,810 1.6％ 

物件費 207,250,752 7.9％ 210,521,482 7.4％ △3,270,730 △1.6％ 

維持補修費 7,060,189 0.3％ 4,363,430 0.2％ 2,696,759 61.8％ 

扶助費 28,935,000 1.1％ 28,590,000 1％ 345,000 1.2％ 

補助費 24,242,410 0.9％ 23,318,667 0.8％ 923,743 4％ 

普通建設事業費 71,482,422 2.7％ 352,153,186 12.4％ △280,670,764 △79.7％ 

公債費 157,717,214 6.1％ 125,340,157 4.4％ 32,377,057 25.8％ 

積立金 110,365,949 4.2％ 120,447,480 4.3％ 10,081,531 △8.4％ 

合計 2,612,687,720 100％ 2,838,737,376 100％ △226,049,656 △8％ 

 

（２） 予算の執行状況 

ア 歳入について 

構成市町村分担金をはじめ、使用料及び手数料、県支出金、財産収入、繰入金、繰越金、

諸収入及び組合債の調定された金額は、全て収入済みであった。 

 

イ 歳出について 

令和５年度における主要施策は、施設整備関連として、西可児分署新庁舎の設計及び脱炭

素・省エネの取り組みにより、南消防署庁舎２階及び七宗出張所ＬＥＤ化工事が行われた。

車両及び資機材関連では、八百津出張所高規格救急自動車を更新配備したほか、西可児分署

高規格救急車の自動体外式除細動器が更新された。その他各消防庁舎、消防車両、機械器具

の維持管理についても効果的に予算執行された。 

 

ウ 財産について 

土地については、決算年度中の増減はなく１９,６５９.００㎡である。 

建物については、決算年度中の増減はなく８,７１９.０３㎡である。 

 

エ 基金について 

財政調整基金は令和５年度中に５４,５２５円を積み立てたため、残高は１４６,２１８,

８９４円となった。消防施設整備基金は令和５年度中に１１０,３１１,４２４円を積み立て

たため、残高は９４５,１３６,６９３円となった。 
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６ 今後に向けて          

令和５年度予算の執行は適切であると認めるが、一部の事業において、予算の流用が見受け

られる。様々な要因や予想できない支出等が考えられるが、予算を適切に計上し、その事業の

目的が最大限に生かされるように執行されたい。 

可茂消防事務組合は、構成市町村２２万２千人余りの住民が安全で安心して暮らせるよう、

常備消防という重責を担っており、管内住民にとって必要不可欠な業務である。長らく社会・

経済活動に大きな影を落とした新型コロナウイルス感染症は、令和５年５月に感染症法上の位

置付けが５類感染症に移行され、コロナ渦で中止や縮小を余儀なくされていた事業に再開の兆

しがみられるが、慣例や既成概念にとらわれることなく大胆かつ柔軟で、広域消防としてのメ

リットを十分に生かし、合理的かつ効率的な予算執行に努められたい。 

近年、火災や救急などの出動件数が増加しているが、全国的にも線状降水帯による集中豪雨

や土砂崩れ、地震、台風などの自然災害も発生しているため、各種災害対応をはじめ、火災予

防、救急普及啓発、消防・救急・救助体制の充実・強化を図られたい。 

一方で、世界情勢が不安定化し、不確実性が高まる中、その影響を受けた国内においては歴

史的な物価高騰が続き、先行きを見通すことが困難な状況であり、構成市町村の財政状況も更

に厳しい状況となっていくことが予想される。このような中で、より効率的かつ効果的な行財

政運営を行っていくためには、歳出全般の見直しを行い、コスト意識の向上と経費の節減にも

努められたい。 

また、契約事務については、業務の特性上の理由等で随意契約を行う場合も法的根拠と客観

的理由を明確にされ、安易に随意契約をすることがないよう引き続き透明性を確保されたい。 

今後も組合の財政運営は厳しい中ではあるが、組合の歳入面での基幹は構成市町村の分担金

であることから、各事業目的の実現のため、真に必要とする施策について、構成市町村と組合

が十分に協議を重ねて、管内住民あるいは組合議会において丁寧な説明を行うなど適切に対応

し、管内住民の期待に応えるため、より一層の努力を望む。 
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